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行政訴訟検討会開催経過

回数 日 時 議 題 資 料

第 １ 平成１４年２月１８ ○ 座長の選任等 資料１ 行政訴訟検討会名簿
回 日（月） ○ 検討課題及び検討の進め方 資料２ 司法制度改革審議会意見書（抜粋）

１５：００～１７：００ について 資料３ 関係基本法令
○ 今後の日程等 資料４ 行政事件訴訟法の概要

資料５ 平成12年度行政事件の概況（最高裁判所事務総局
行政局）（法曹時報第53巻第９号（平成13年９月１日発行）
から引用）

資料６ 行政訴訟検討会の当面の予定（案）

第 ２ 平成１４年３月１９ ○ 小早川委員、芝池委員及び 資料１ 行政訴訟改革の基本的考え方と諸論点・レジメ（小早
回 日（火） 福井（秀）委員の意見陳述 川委員説明資料）

１５：００～１７：３０ ○ 今後の日程等 資料２ 行政訴訟制度の改革の視点と論点（芝池委員説明資
料）

資料３ 行政訴訟について（福井（秀）委員説明資料）
資料４ 平成12年における訟務事務の概況（法務省大臣官房
訟務企画課）（法曹時報第53巻第７号（平成13年７月１日発
行）から引用）

資料５ 外国法制の研究について
資料６ 第３回以降の日程（案）

第 ３ 平成１４年４月８ ○ 宇賀克也東京大学教授、全 資料１ 行政事件訴訟法改正について（宇賀教授説明資料）
回 日（月） 国消費者団体連絡会、全国市 資料２ 行政訴訟についての問題意識（全国消費者団体連絡

１５：００～１７：３０ 民オンブズマン連絡会議及び 会説明資料）
環境行政改革フォーラムから 資料３ 市民からみた行政裁判と納税者訴訟の創設（全国市
のヒアリング 民オンブズマン連絡会議説明資料）
○ 今後の日程等 資料４ 司法制度改革推進本部行政訴訟検討会ヒヤリングレ

ジメ（環境行政改革フォーラム説明資料）
資料５ 行政事件に関する統計資料（最高裁判所事務総局行
政局）

資料６ 行政事件訴訟法案提案理由説明
資料７ 行政事件訴訟法案逐条説明

第 ４ 平成１４年５月２０ ○ 阿部泰隆神戸大学教授及び 資料１ 行政訴訟の新しいしくみの提案（阿部教授説明資料）
回 日（月） 日本弁護士連合会からのヒア 資料２ 行政訴訟改革立法への道筋とその内容（日本弁護士

１５：００～１７：３０ リング 連合会説明資料）
○ 行政訴訟の基本的な論点に 資料３ 行政訴訟の基本的な論点に関する判例
関する判例について 資料４ 行政訴訟検討会開催予定（第７回以降）
○ 今後の日程等

第 ５ 平成１４年６月１７ ○ 松本英昭財団法人自治総合 資料１ 総務省行政管理局説明資料
回 日（月） センター理事長、総務省行政 資料２ 判例法理を生かした改正を（高木教授説明資料）

１５：００～１７：３０ 管理局及び高木光学習院大学
教授からのヒアリング
○ 今後の日程等

第 ６ 平成１４年７月１１ ○ フリートーキング 資料１ 第６回行政訴訟検討会フリートーキング参考資料
回 日（木） ○ 今後の日程等 資料２ 行政訴訟検討会における意見の概要（第５回検討会

１５：００～１７：３０ まで）
資料３ 行政訴訟検討会の論点整理に向けて(芝原委員作
成）

資料４ 行政訴訟検討会の今後の予定（案）

第 ７ 平成１４年９月２４ ○ 外国事情調査報告（中川丈 資料１ 行政訴訟に関する外国事情調査結果（アメリカ合衆
回 日（火） 久神戸大学教授、橋本博之立 国）（中川教授説明資料）

１３：３０～１７：３０ 教大学教授及び山本隆司東京 資料２ 行政訴訟に関する外国事情調査結果（フランス）（橋
大学助教授） 本教授説明資料）
○ 意見募集結果報告 資料３ 行政訴訟に関する外国法制調査結果－ドイツ（山本
○ 今後の日程等 助教授説明資料）

資料４ 行政訴訟に関する外国事情調査結果一覧表
資料５ アメリカ・合衆国法典・司法審査関連部分抜粋（事務
局翻訳）

資料６ フランス行政訴訟法典（橋本教授仮訳）
資料７ 行政訴訟関係法令－ドイツ（山本助教授翻訳）
資料８ 韓国・行政訴訟法（２００２年７月１日改正 事務局翻
訳）

資料９ 行政訴訟制度の見直しについての意見募集の結果
について 〔概要〕〔項目による分類〕〔意見提出者毎の意見
内容〕
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資料10 平成13年度行政事件の概況（最高裁判所事務総局行
政局）（法曹時報第54巻９号（平成14年９月１日発行）から引
用）

第 ８ 平成１４年１０月２ ○ 外国事情調査報告（榊原秀 資料１ 行政訴訟に関する外国事情調査結果（イギリス）（榊
回 １日（月） 訓名古屋経済大学教授及び中 原教授説明資料）

１３：３０～１７：３０ 村民雄東京大学助教授） 資料２ 行政訴訟に関する外国事情調査結果（ＥＵ）（中村助
○ 論点についての検討 教授説明資料）
○ 今後の日程等 資料３ 行政訴訟に関する外国事情調査結果一覧表（改訂

版）
資料４ イギリス行政訴訟法仮訳（榊原教授仮訳）
資料５ 行政訴訟の対象及び類型に関する検討資料
資料６ 行政をめぐる裁判
資料７ 行政訴訟検討会の今後当面のスケジュール（案）

第 ９ 平成１４年１１月７ ○ 論点についての検討 資料１ 取消訴訟に関する検討資料
回 日（木） ○ 今後の日程等 資料２ 取消訴訟の特色

１３：３０～１７：３０ 資料３ 行政訴訟制度について(意見のまとめ）(芝原委員作
成）

第１０ 平成１４年１１月２ ○ 論点についての検討 資料１ 行政訴訟の類型に関する検討資料（補充）
回 １日（木） ○ 今後の日程等

１３：３０～１７：３０

第１１ 平成１４年１２月１ ○ 論点についての検討 資料１ 行政訴訟の審理等に関する検討資料
回 ７日（火） ○ 今後の日程等 資料２ 最高裁判所説明資料

１３：３０～１７：３０ 資料３ 行政訴訟検討会開催予定（第１６回以降）

第１２ 平成１５年１月１５ ○ 論点についての検討 資料１ 執行停止・仮の救済に関する検討資料
回 日（水） ○ 今後の日程等 資料２ 行政訴訟のその他の論点に関する検討資料

１３：３０～１７：３０ 資料３ 行政事件訴訟法第８条第１項ただし書に定める不服
申立前置を定めた規定一覧表

第１３ 平成１５年２月５ ○ 論点についての検討 資料１ 論点についての検討資料
回 日（水）１３：３０～ ○ 今後の日程等 （１－１）取消訴訟の対象（第３条第２項関係）についての検討

１７：３０ 課題
（１－２）出訴期間（第１４条関係）についての検討課題
（１－３）無効等確認の訴え（第３条第４項、第３６条関係）につ
いての検討課題

（１－４）不作為の違法確認の訴え（第３条第５項、第３７条関
係）についての検討課題

（１－５）原告適格（第９条関係）についての検討課題
（１－６）取消しの理由の制限（第１０条第１項）についての検討
課題

（１－７）被告適格（第１１条、第１２条第１項関係）についての
検討課題

資料２ 団体訴訟に関する資料
（２－１）司法制度改革審議会意見書（抜粋）
（２－２）民事訴訟手続に関する検討事項（抜粋）
民事訴訟手続に関する検討事項補足説明（抜粋）
「民事訴訟手続に関する検討事項」に対する各界意見の概
要（抜粋）

（２－３）消費者団体訴訟制度について
（２－４）各国における団体訴権
（２－５）平成１３年度委託調査報告書（ドイツ・フランスにおけ
る団体訴訟制度に関する調査）平成１４年９月経済取引局
総務課

（２－６）新しい時代における知的財産保護のための不正競争
防止法のあり方に関する調査研究報告書(抜粋）平成１４年
３月財団法人知的財産研究所

資料３ 水野委員説明資料
（３－１）公金検査請求制度（国民訴訟制度）の提言
（３－２）国における談合事案に対する措置等に関する調査報
告

第１４ 平成１５年３月５ ○ 論点についての検討 資料１ 論点についての検討資料
回 日（水） ○ 今後の日程等 （１－１）審理手続についての検討課題

１３：３０～１７：３０ （１－２）裁量処分の取消しについての検討課題
（１－３）執行停止・仮の救済についての検討課題
（１－４）処分の取消しの訴えと審査請求との関係についての
検討課題

（１－５）複数原告による取消訴訟の訴えの提起の手数料につ
いての検討課題

（１－６）行政訴訟の対象についての検討課題
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第１５ 平成１５年３月２６ ○ 論点についての検討 資料１ 行政訴訟制度の抜本的改革に関する提言－「行政訴
回 日（水） ○ 検討の進め方について 訟法(案)」の提案（日本弁護士連合会）

１３：３０～１５：３０ ○ 今後の日程等

第１６ 平成１５年４月２５ ○ 論点についての検討 資料１ 行政訴訟制度の見直しについて検討の方向性が概
回 日（金） ○ 今後の日程等 ね一致していると思われる事項

１３：３０～１７：３０ 資料２－１ 国及び公共団体への被告の一元化の具体的な
制度内容の案及びこれに関連して派生する問題の項目

資料２－２ 国及び公共団体への被告の一元化の具体的な
制度内容の案及びこれに関連して派生する問題

資料３ 管轄の拡大についての主な論点
資料４ 出訴期間等の教示についての主な論点
資料５ 行政の作為・不作為の給付を求める訴え、確認の訴
えの主な論点

資料６ 行政訴訟検討会における意見の概要

第１７ 平成１５年５月２３ ○ 論点についての検討 資料１ 処分又は裁決の理由を明らかにするための方策につ
回 日（金） ○ 今後の日程等 いての主な論点

１３：３０～１７：５０ 資料２ 本案判決前における仮の救済の主な論点
資料３ 行政の作為・不作為の給付を求める訴え、確認の訴
えの主な論点 (補充）

資料４ 主な論点【行政訴訟の対象・取消訴訟の排他性・民
事訴訟との関係、出訴期間】

資料５ 主な論点【原告適格・訴えの利益・団体訴訟】
資料６ 【検討会の議論の概要】行政訴訟の対象・取消訴訟
の排他性・民事訴訟との関係

資料７ 【検討会の議論の概要】出訴期間
資料８ 【検討会の議論の概要】原告適格・訴えの利益・団体
訴訟

資料９ 【検討会の議論の概要】審理手続・証明責任・判決
資料10 【検討会の議論の概要】裁量の審査
資料11 【検討会の議論の概要】費用の負担
資料12 【検討会の議論の概要】行政不服審査法等の他の法
令との関係・個別法上の課題

資料13 【検討会の議論の概要】行政訴訟の目的・行政の適
法性の確保を目的とする訴訟

第１８ 平成１５年６月１３ ○ 論点についての検討 資料１ 主な論点【審理手続・証明責任・判決、裁量の審査】
回 日（金） ○ 今後の日程等 資料２ 主な論点【費用の負担、行政不服審査法等の他の法

１３：３０～１８：００ 令との関係・個別法上の課題】
資料３ 主な論点【行政訴訟の目的・行政の適法性を確保す
るための訴訟】

資料４ 行政訴訟検討会において検討されている主な検討事
項

資料５ 行政官庁等からのヒアリング等の実施について（案）

第１９ 平成１５年７月４ ○ 山本和彦一橋大学教授から 資料１ 行政訴訟検討会における主な検討事項
回 日（金） のヒアリング 資料２ 民事訴訟法学から見た行政訴訟制度の改革（山本教

１３：３０～１７：３０ ○ 論点についての検討 授説明資料）
○ 今後の日程等 資料３－１ 原告適格の検討の視点

資料３－２ 原告適格の参考判例
資料４ 裁量の審査に関する最高裁判所の裁判例
資料５ 行政訴訟検討会開催予定（第２２回以降）

第２０ 平成１５年７月２４ ○ 各行政官庁等からのヒアリ 資料１ 行政官庁等ヒアリング進行表
回 日（木） ング 資料２ 各行政官庁等からの意見等

１３：３０～１７：４０ ○ 今後の日程等 ・公害等調整委員会
・全国知事会
・東京都総務局法務部
・金融庁
・文部科学省
・会計検査院
・公正取引委員会
・財務省
・人事院
・内閣官房
・内閣法制局
・宮内庁
・衆議院
・参議院

資料３ 行政訴訟検討会開催予定（第２２回以降）〔改訂版〕

第２１ 平成１５年７月２５ ○ 各行政官庁等からのヒアリ 資料１ 行政官庁等ヒアリング進行表〔再掲〕



- 4 -

回 日（金） ング 資料２ 各行政官庁等からの意見等
１０：００～１８：００ ○ 今後の日程等 ・防衛庁

・内閣府
・警察庁
・最高裁判所
・農林水産省
・法務省
・外務省
・総務省
・厚生労働省
・経済産業省
・国土交通省
・環境省

第２２ 平成１５年９月５ ○ 行政官庁等からのヒアリン 資料１ 行政官庁等からの意見の主な項目
回 日（金）１３：３０～ グ結果について 資料２ 行政官庁等からの追加資料

１６：５０ ○ 国民からの意見募集結果に ・人事院
ついて ・内閣府
○ 今後の日程等 ・公正取引委員会

・警察庁
・防衛庁
・総務省
・法務省
・財務省
・農林水産省
・経済産業省
・国土交通省
・環境省
・会計検査院
・全国知事会
・東京都総務局法務部
・最高裁判所

資料３－１ 行政訴訟制度の見直しについての意見募集の結
果について〔概要〕

資料３－２ 行政訴訟制度の見直しについての意見の主な項
目

資料３－３ 行政訴訟制度の見直しについての意見募集の結
果について

第２３ 平成１５年９月１７ ○ 意見募集と行政官庁等のヒ 資料１ 意見募集の結果と行政官庁等のヒアリングにおける
回 日（水） アリングを踏まえた主な検討事 行政訴訟制度の主な論点

１３：３０～１７：３０ 項の論点に関する検討 資料２ 行政官庁からの追加資料（厚生労働省）
○ 今後の日程等 資料３ 平成1４年度行政事件の概況（最高裁判所事務総局

行政局）（法曹時報第5５巻９号（平成1５年９月１日発行）か
ら引用）

第２４ 平成１５年１０月２ ○ 「行政訴訟制度の見直しの 資料１ 行政訴訟制度の見直しのための考え方と問題点の
回 ４日（金） ための考え方と問題点の整理 整理（今後の検討のためのたたき台）

１３：３０～１７：３０ （今後の検討のためのたたき
台）」についての検討
○ 今後の日程等

第２５ 平成１５年１１月７ ○ 論点についての検討 資料１ 取消訴訟の原告適格の拡大（検討参考資料）
回 日（金） ○ 今後の日程等 資料２ 義務付け訴訟の法定（検討参考資料）

１３：３０～１７：４５ 資料３ 差止訴訟の法定（検討参考資料）
資料４ 確認訴訟による救済の可能性、行政訴訟の対象（検
討参考資料）

資料５ ドイツにおける確認訴訟の実例（山本隆司東京大学
助教授作成）

第２６ 平成１５年１１月２ ○ 論点についての検討 資料１ 執行停止の要件（検討参考資料）
回 ８日（金） 資料２ 執行停止以外の仮の救済[仮の義務付け・仮の差止

１３：３０～１７：５０ ○ 今後の日程等 め]（検討参考資料）
資料３ 執行停止決定に対する不服申立て（検討参考資料）
資料４ 取消訴訟の原告適格の拡大（検討参考資料・補充）
資料５ 義務付け訴訟の法定（検討参考資料・補充）
資料６ 差止訴訟の法定（検討参考資料・補充）
資料７ 確認訴訟による救済の可能性、行政訴訟の対象（検
討参考資料・補充）

資料８ 処分の理由を明らかにする資料の提出(検討参考資
料）

資料９ 行政訴訟をより分かりやすく、利用しやすくするため
の仕組み(検討参考資料）

資料１０ アメリカにおける確認訴訟（宣言判決）について（中
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川丈久神戸大学教授作成）
資料１１ 行政訴訟検討会開催予定

第２７ 平成１５年１２月２ ○ 「行政訴訟制度の見直しの 資料１ 行政訴訟制度の見直しのための考え方
回 ２日（月） ための考え方」についての検 資料２ 第２７回行政訴訟検討会における検討事項に対する

１３：００～１５：３５ 討 私の考え（成川委員作成）
○ 今後の日程等 資料３ 行政不服審査法等の施行状況に関する調査結果－

国の行政機関における状況－（総務省行政管理局作成）

第２８ 平成１６年７月２３ ○ 「行政事件訴訟法の一部を 行政事件訴訟法の一部を改正する法律（平成１６年資料１
回 日（金） 改正する法律」について ６月９日法律第８４号）

１６：００～１７：３０ ○ フリートーキング 資料２ 行政事件訴訟法の一部を改正する法律（新旧対照条
○ 今後の日程等 文）

資料３ 行政事件訴訟法の一部を改正する法律案に対する
附帯決議（衆議院及び参議院）

資料４ 行政事件訴訟法の一部を改正する法律について（概
要）

資料５ 行政事件訴訟法の一部を改正する法律（概要図）
資料６ 行政事件訴訟法（行政事件訴訟法の一部を改正する
法律による改正後のもの）

資料７ 行政訴訟制度の見直しのための考え方
資料８ 行政事件訴訟法の一部を改正する法律の公布につ
いて（通知）（各府省庁等事務次官等宛及び各都道府県知
事宛)

資料９ 行政訴訟制度の見直しのための考え方と問題点の
整理（今後の検討のためのたたき台）（再掲）

第２９ 平成１６年９月１６ ○ 論点についての検討 資料１ 行政立法の司法審査
回 日（木） ○ 今後の日程等 資料２ 行政計画の司法審査

１４：３０～１７：３５ 資料３ 裁量に関する司法審査
資料４ 団体訴訟に関する資料
（４－１）消費者団体訴訟制度に関する主な検討事項（案）
（４－２）消費者団体訴訟制度に係る論点整理（第１回）
（４－３）参考資料
（４－４）消費者団体訴訟制度に係る論点整理（第２回）
（４－５）団体が問題となった裁判例

資料５ 行政事件訴訟法制定の際の規範統制請求訴訟等に
関する議論の概要

資料６ 行政事件訴訟法制定の際の規範統制請求訴訟等に
関する議論の概要（経過概要のみ）

資料７ 行政訴訟に関する外国事情調査結果一覧表（抜粋－
司法審査の対象関係）

資料８ 行政訴訟に関する外国事情調査結果一覧表（抜粋－
原告適格関係）

資料９ 行政訴訟検討会開催予定

第３０ 平成１６年１０月１ ○ 論点についての検討 資料１ 行政立法の司法審査（修正案）
回 ５日（金） ○ 今後の日程等 資料２ 行政計画の司法審査（修正案）

１４：３０～１７：３０ 資料３ 裁量に関する司法審査（修正案）
資料４ 団体訴訟（検討資料）
資料５ 検討の趣旨（イメージ）
資料６ 行政事件訴訟法の一部を改正する法律の施行期日
を定める政令（平成１６年１０月１５日政令第３１１号）

資料７ 行政事件訴訟法の一部を改正する法律の施行に伴
う関係政令の整備に関する政令（平成１６年１０月１５日政
令第３１２号）

資料８ 行政事件訴訟法の一部を改正する法律の施行に伴
う関係政令の整備に関する政令（新旧対照条文）

資料９ 平成１５年度行政事件の概況（最高裁判所事務総局
行政局）（法曹時報第５６巻第９号（平成１６年９月１日発行）
から引用）

第３１ 平成１６年１０月２ ○ 検討のまとめ 資料１ 行政訴訟検討会最終まとめ－検討の経過と結果－
回 ９日（金） （案）

１５：００～１６：３０ 行政事件訴訟法の一部を改正する法律の施行に当資料２
たって（通知）

（２－１）各府省庁等事務次官等宛（平成１６年１０月１５日付け
閣司本第１５２号）司法制度改革推進本部事務局長通知

（２－２）各都道府県知事宛（平成１６年１０月１５日付け閣司本
第１５３号）司法制度改革推進本部事務局長通知

（２－３）行政事件訴訟法の改正の骨子と行政運営に当たって
の留意点

○平成１６月１月６日 「行政訴訟制度の見直しのための考え方」公表


